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本文は p.34 へ
2025 年に目指すべき社会の姿
̶「科学技術の俯瞰的予測調査」に基づく検討̶
分野3：『脳科学』の進展による生活者の活動支援
分野4：安全で持続可能な都市
参　考：NISTEP　REPORT　No.101
 http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep101j/idx101j.html
　イノベーション 25 戦略会議では、イノベーションを「単なる技術革新にとどまらず、
新しいビジネスや新しい社会的枠組みも含んだもの」と定義し、特に「生活者の視点か
らの新しい豊かさの実現」「大きなアジア、そして世界との共生による成長」「志の高い、
創造性の高いチャレンジする人が輩出され活躍する社会」の３点を念頭において議論す
べきとの方針が示されています。
　科学技術動向研究センターは、イノベーション 25 戦略会議の議論のために、先に行
なわれた「科学技術の中長期発展に係る俯瞰的予測調査」の結果を基に、「2025 年まで
に日本が目指すべき社会の姿」の検討を、以下の６つの分野で行ないました。
　今月は前号に引き続き、分野３および分野４の検討結果の概要を紹介します。
連載概要
分野 分野名 内容（概要）
分野１ 生涯健康の時代
国民が望み期待する社会の姿を「健康寿命の延伸」に設定
し、三大疾病（がん、心疾患、脳血管障害）、認知症、及
び生活習慣病等に焦点を当て、疾病の予防・診断、治療の
観点から検討を行う。
分野２
生活インフラとしての
情報環境
―ユビキタス成熟社会―
要素技術層、それら要素技術をベースに形成されるインフ
ラ層、それらが反映した生活シーンの３層構造の枠組みで
検討を行う。特に生活シーンにおいて具体的な姿を示す。
分野３
『脳科学』の進展による
生活者の活動支援
脳科学や認知科学の発達によって、生活者の視点でどのよ
うな変化が起きるのかについて検討を行う。脳科学、認知
科学の技術シーズが医療やロボットによる生活支援等の社
会ニーズと結びついて、働き方、学び方、暮らし方、遊び方、
人間関係などにどのような変化をもたらすかを描く。
分野４ 安全で持続可能な都市
「時代の変化に対応し、住む人が誇れる都市」の実現に向
けて、環境問題や交通事故等の社会問題を解決した持続可
能な都市生活の将来像を描く。
分野５
闊達たる人生
― 職業選択、子育て、
　シニアライフの多様化―
子育て家族、シニアライフ、多様な職業選択をフレームと
して、家事、趣味・娯楽・文化、学習・教育、安全、介護、
移動、コミュニケーション、地域活動等の観点から、あるべ
き生活の検討を行う。多様な生き方・働き方の中から各人
が自分にあったスタイルを選択できる将来を描く。
分野６
地球規模の環境問題の克服と
世界との共生
環境問題、特に、地球温暖化、水、エネルギーなどの地球規
模の問題に対して、日本の技術がどのように貢献し得るの
かの検討を通して、アジア・世界との共生のイメージを描く。
議論された６つの分野
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連　載
                                                         分野 3：『脳科学』の進展による生活者の活動支援
                                                     分野 4：安全で持続可能な都市
                                                                            蜷参考：NISTEP　REPORT　No.101
http://www.nistep.go.jp/achiev/ftx/jpn/rep101j/idx101j.html
科学技術政策研究所は、「イノベーション25」の検討に資するため、「科学技術の中長期発展に係
る俯瞰的予測調査」の結果を基に、2025年までに日本が目指すべき社会の姿の検討を行った（全
体概要は、5月号を参照）。今号では、検討した6分野のうち標記2分野の概要を紹介する。
2025年に目指すべき
社会の姿
「科学技術の俯瞰的予測調査」に基づく検討
１‐１
分野の議論の背景
　情報技術が進展して携帯電話や
インターネットなどが汎用化する
につれ、情報社会の問題は、思想・
予測の領域のみでなく、益々現実
の社会問題として議論されるよう
になっている。2025年頃には、か
つて社会をまとめるために役立っ
た権威（国家、訓練・教育制度、
道徳など）や共通の価値観が希薄
化し、個人はそれぞれの嗜好や価
値観に従って行動するようになっ
ている。社会の中の情報量が指数
関数的に増加することが実感され
る情報爆発の時代に突入し、社会
の多様性や不透明性が増大する。
このため、古典的な危険である天
災・疾病などに対する対応策は拡
充しているにもかかわらず、人々
の不安・危険意識が拡大し、安
全・安心に対する要求が増大して
ゆく。人々の不安は、加速する科
学技術の進展とその性急な社会適
用に対しても向けられる。そこで、
多様化・複雑化・迅速化した社会
の中でこそ、適切な合意形成を促
進する知識･技術が益々求められ
るようになる。また、工業化時代
に始まった少子高齢化問題は継続
し、累積的社会問題となっている。
　このような時代にあって市民の
求めるものは、新製品などの物質
的なもの自体でなく、眼で見たり、
手に触れたりしにくいものとなっ
ている。すなわち、適切な知識を
適切な時期に獲得して活用できる
こと、感性や心の豊かさ・自立観・
社会の寛容さの増大、他の人々や
自然との係わり合いや調和などが
それらである。このために、近年
進展している『脳科学』や、身体
性をもって人や世界と相互作用で
きる情報システムを開発するロボ
ット科学が、2025年の社会・世界
の問題を検討するために有力な手
段として注目されている。
１‐２
分野のまとめ
　分野３では、脳神経科学・認知
科学・医療・工学の発達によって、
これらの知識が他分野や一般社会
へ普及して、安全安心・子どもの
健全な成長・多様で開かれた社会
などの社会ニーズと結びつく可能
性を検討した。その結果、2025年
における一般生活者の働き方・学
び方・暮らし方・人間関係などに
どのような変化をもたらすかを、
図表１に示すように、「健康・医療・
介護」、「教育・学習・日常生活」、「労
働・安全・安心」の三つの視点か
ら考察した。ここでいう『脳科学』
とは、脳神経科学・認知科学・医
療・工学（ロボティクスなど）が
融合した広い意味での知識・技術
体系を意味する。
　以下に、2025年の社会像および
『脳科学』の進展状況を概観した後、
三つの視点からの「生活者の活動
支援の姿」の概要を述べる（詳細
は、報告書P.85～ 106を参照）。
盧2025年の社会像
　様々な技術進展の先に見える社
会の需要をまとめると、以下の三
種があげられる。
蘆 個人の多様性を尊重し、その可
能性を拡げる「寛容な社会」
蘆 少子高齢化が進み、高齢になっ
ても学び・働き・社会参加でき、
社会人になってからも再び学
び直したり、職業を変えたりし
易いなどの「人生での選択の可
能性が多重になっている社会」、
1   分野3「『脳科学』の進展による生活者の活動支援」の概要 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
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「子供たちが心身ともに健全に
育つ社会」
蘆 安全・安心面においては、災害・
事故・天候変異・疾病に関係し
て多重に予防対策が講じられ、
「信頼できる衣食住を選択でき
て病気になりにくい社会」
盪『脳科学』の進展状況
人の理解が進む
　人による情報の獲得・変更・保
持・活用などを解析する認知科学
によって、言語処理・思考・学習・
意識などのメカニズムに関する知
識が蓄積される。脳の構造・生理・
遺伝的特質の解明が進み、認知
機能との対応付けが充実する。さ
らに、情報科学・エレクトロニク
ス・材料科学やそれらの融合研究
によって、人の認知・行動や社会
のダイナミズムの高度なシミュレ
ーションが可能になる。これによ
り、脳や身体の理解と、それらの
人工システムによる再現・模倣が
相互に関わり合いながら進展して
いる。
『脳科学』の知識･技術を利用して
社会活動に応用する技術が進む
　人の様々な認知・心理的な傾向
や制約、行動様式が理解されるこ
とにより、様々な人が自立して、
快適な生活・意思疎通・相互理解
を支援・改善する社会システムが
実現している。これらに関連する
道具や技術が開発され、広く利用
されている。
蘯 生活者の活動支援の姿
　―健康・医療・介護の充実―
　精神・運動疾患や認知機能に関
連した疾患の早期発見・予防・治
療が高度化し、病気や怪我を予防
する知識やシステムが普及し、疾
病・障害が生じてもできる限り自
立して社会と共に生きることがで
きる社会システムの整備が進む。
さらに、介護ロボット・機器の普
及により、介護者の負担が減少す
る。これらの結果、健康で労働意
欲のある高齢者が増え、高齢者に
対する理解も深まり、様々な世代
の人々が尊重し合い、助け合いな
がら共に生きる社会システムが充
実する。
盻生活者の活動支援の姿
　―教育・学習・日常生活の高度化―
　家族や社会が協力して、子供の
能力・個性や環境を考慮したケア
をすることができ、子供の社会性
や情緒の健全な発達を促す。その
結果、子供は個性に応じて学習が
できるようになり、目的が明確化
され、学習する意欲が増す。多様
な適性・経歴に応じて生涯を通じ
て学び研鑽する機会が得られる社
会になり、生きがいをもって働き、
余暇と家族との語らいを大事にす
る生活が容易になっている。さら
に、公共施設・制度に対する社会
的意思決定過程を支援するシステ
ムができ、市民の意見が社会に反
映され易くなる。様々な購入要求
を満たす商品の発見・選択を支援
するシステムが普及して、消費者
が的確・容易に希望の商品を購入
できる。
眈生活者の活動支援の姿
 ―  労働・安全・安心に関わる
  システムの変革―
　機械を含めた労働システムが、
不注意や疲労などの人の避けが
たい性向を察知して補完し、人
と機械との協働環境が普及拡大
する。多様な人・組織の間で知識・
図表１　調査の視点と検討の流れ
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技能の移転が容易になり、効率良
く人に優しい生産システムが活用
されている。災害・事故・天候異変・
感染症などに対処する緊急時の意
思決定システムが整備され、災害
などの予防体制が多重に整備され
る。さらに、一般市民の災害・防
災に対する理解も深まり、様々な
人ができうる限り自力で対処でき
るようになる。既存の社会構造で
は、災害発生時に支障になる部分
が改善されて災害救助システムな
どの整備が進み、アジア諸国を始
めとして他国との相互協力が実現
するようになり、世界から日本の
国際貢献が高く評価されている。
１‐３
生活者の視点から見た
変化の例
　分野３で出された主な例を、「健
康・医療・介護」、「教育・日常生活」、
「労働・安全・安心」の三つの視
点からまとめて図表２に示す。
図表２　分野３「『脳科学』の進展による生活者の活動支援」で出された将来像の例
（注）「蘆」印は「科学技術の俯瞰的予測調査」での課題項目を示す。
人と機械との協働環境
藺 単純で負荷の高い労働のロボットに
よる代行により、人が人ならではの
活動に専念している
蘆 単純負荷労働ロボット
藺 働きがいのある労働の仕方が実現
する
蘆 人に技術を合わせるテーラーメー
ド・支援システム
藺 高齢者や障害者の能力を補うこと
で、社会への参画を助ける
蘆 脳直結型インタフェース
防災・防犯
藺 日本が誇る知能ロボット技術を駆使
した国際災害救助隊が活躍している
蘆 災害救助ロボット技術
藺 知らない人同士が隣り合って生活す
る場所でも、安心して暮らすことが
できる
蘆 挙動不審者発見自動的システム
藺 ヒューマン・エラーの予測による危
険回避などが可能になる
蘆 高性能な脳活動センシング・モニ
タリング
重労働解放・危険回避
藺 人が危険作業や極限作業に従事する
必要が減少している
蘆 製造・建設作業・極限作業ロボッ
ト技術
藺 犯罪、災害の予防が進み、被害の規
模が減少している
蘆 危険物の察知・除去用遠隔操作ロ
ボット
蘆 家庭用・地域セキュリティシステム
労働・安全・安心
教育・学習システムの充実
藺 多様性を認めた教育により、世界的
に高いレベルの学力水準を達成して
いる
蘆 脳機能の多様性の理解と適切な能
力育成技術
藺 幼児期の重要性についての知識が一
般に広く普及し、子供が子供らしく
育つことができる社会になっている
蘆 健全な脳機能発達を促す技術
藺 外部脳活用によって洞察・創造や意
思疎通が効率化していく
蘆 記憶機能を拡張する外部脳機能シ
ステム
生活システムの整備
藺 家そのもののロボット化が進み、安
全・便利・快適な生活環境が整備さ
れている
蘆 本人の指示がなくても状況にあっ
た情報サービス提供システム
藺 言語・感情表出などの情報を活用し
て、多くの人が積極的に社会活動に
参加する
蘆 身振りや表情などの入力手段を協
調的に利用できるヒューマン・イ
ンタフェース
社会・経済システムの効率化
藺 発見・選択を支援するシステムによ
り、購入したい商品の発見・選択・
購入が的確で容易になっている
蘆 曖昧な指示により目的情報にたど
りつく検索技術
藺 人的要因を未然に防ぐ機能が導入さ
れ、交通事故が大幅に減少している
蘆 ヒューマン・エラー警告システム
教育・学習・日常生活健康・医療・介護
脳疾患の予防・治療
藺 アルツハイマー病などの進行を阻止
する技術が開発され、発病しても自立
して長く高いQOL（生活の質）を維持
できる
蘆 脳機能の低下を抑制して痴呆を防
止するシステム
藺 ストレスの引き金や生理的必要性に
関する理解が広がり、ストレスと上手
く付き合うことができるようになる
蘆 精神的ストレス定量化技術、躁う
つ病の原因解明
藺 発達障害の早期発見と対処法が開発
され、子供の多様性を理解し、皆で
協力して子供を育てる社会システム
になっている
蘆 情緒や社会性の発達機構に対する
理解と養育技術
疾病・傷害器官の再生・補綴
藺 脳機能や運動機能に障害があって
も、容易に社会参加できるシステム
が整う
蘆 神経活動を活用した義肢を随意的
に制御する技術
藺 言語や感覚に障害がある人も含め、
多様な人の間で意思疎通が向上する
蘆 意志を言語に変換する装置、意思
疎通支援システム
自立的生活維持と介護負担の減少
藺 被介護者の自立を促し、家族や専門
家が介護しやすい環境が整う
蘆 被介護者の状態に応じて支援する
介護ロボット
藺 加齢に伴う認知様式の変化に対する
理解が広まり、高齢者が尊敬され大
事にされる社会に戻る
蘆 障害者、高齢者が能力を発揮し、
快適に仕事ができる環境や労働
支援技術
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２‐１
分野の議論の背景
　人間活動が集中する「都市」で
は、社会問題が先行的かつ集約的
に顕在化する。大規模なインフラ
やシステムが集中する「大都市」
では、環境問題や交通問題が深刻
化する一方、「地方都市」では人口
減少による荒廃が進展している。
　2025年の生活環境が持続可能で
あるためには、「都市」における
生活が、省エネルギー、低環境負
荷、高耐久、安全であるとともに、
美しい景観を取り戻し、少子高齢・
人口減少下でも活力あるものであ
る必要がある。
　多くの都市基盤インフラが更新
時期を迎える 2025 年前後は、今
後 100年単位の社会基盤のあり方
を決定することから、都市再生に
向けた一大転換点である（詳細は、
報告書P.128～ 131を参照）。
２‐２
分野のまとめ
盧将来像に向けた検討の手順
　（報告書P.109～124）
　「持続可能」の一般的な定義は、
「将来世代が自らの欲求を充足す
る能力を損なうことなく、今日の
世代の欲求を満たすこと（1992年
国連地球サミット）」である。分
野４では、現在及び将来に直面す
る重大な都市・社会問題として以
下を想起した。
① 地球環境・エネルギー問題の深
刻化
② 人口減少と拡散による都市の荒廃
③自動車依存と交通事故の増加
④自然災害に対する都市の脆弱性
（報告書P.108参照）
　それらが解決される道筋を明ら
かにする上で、４つのサブテーマ
を設定し、それぞれ技術および社
会制度両面で必要となるイノベー
ションについて検討した（図表３）。
盪2025年の社会像
　４つのサブテーマ毎の検討の結
果、2025年の「安全で持続可能な
都市」のあるべき社会像を以下の
６つの観点からまとめた。
① 多様なエネルギーを活用して
　低CO2排出量になった都市
　大幅なエネルギー効率改善技術
や、再生可能エネルギーを中心と
した多様なエネルギー資源利活用
技術が浸透する結果、特定のエネ
ルギー源に依存せず、大幅な二酸
化炭素排出量削減が実現する。都
市内の職住近接や、学校・病院な
ど拠点単位の街区形成が進み、建
物間のエネルギー相互融通により
エネルギー削減が可能となる。街
区単位で二酸化炭素排出量を最小
化するエネルギーマネジメントが
行われ、協同意識が生まれる。ヒ
ートアイランドなど都市の熱環境
問題が緩和され、健康影響が改善
する。
　あらゆる製品のリサイクル技術
が普及し、都市への資源・エネル
ギー投入量が大幅に減少し、大規
模な廃棄物処分場が不要となる。
国内バイオマス資源の利活用技術
が確立し、休耕田や間伐材の利活
用が進展し、農山村でのエネルギ
ー生産が拡大する。二酸化炭素排
出量削減の具体策が浸透し、将来
世代にわたるエネルギー有効活用
と生活環境の維持を実感できる。
② 安全で低環境負荷な交通システム
の実現
　生活者が徒歩で移動できる範囲
に、必要な生活機能が集積したコ
ンパクトな都市が実現し、移動に
伴う身体的負担や事故発生のリス
クから開放される。公共交通と低
環境負荷自動車および道路インフ
ラが統合した新たな都市交通シス
テムが整備されることで、特に高
齢者や個人の判断ミスによる交通
2   分野4「安全で持続可能な都市」の概要 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表３　将来像の検討手順
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事故が激減し、都市内の安全な移
動が実現する。公共交通の利便性
が向上する結果、自動車の個人所
有が必要不可欠では無くなり、カ
ーシェアリングなどの共同所有形
態やレンタカーシステムも進展す
る。
　移動の目的・用途にあった自動
車の使い分けが進む中で、低環境
負荷自動車の新たな利用形態が一
般化する。短距離の日常移動手段
には小型の電気自動車や燃料電池
自動車、都市間移動や幹線物流に
は中大型のバイオマス燃料車やハ
イブリッド車が活用されるように
なる。自動車の省エネルギー化や
燃料の多様化が進展し、石油資源
への過度の依存が軽減される。幹
線物流を中心に自動運転技術が導
入され、輸送効率が改善され、渋
滞が緩和されるとともに環境負荷
が低減される。
③ 長期耐用可能な社会基盤が形成
された都市
　欧州の都市同様に、100 年単位
の時代の変化にも柔軟に対応でき
る社会基盤が構築される。建物構
造材の長寿命化と余裕を持った街
区計画・建物設計手法が浸透し、
世代を超えて建物資産が継承され、
個人の住居費負担も軽減される。
環境と経済の両立とともに、都市
の景観が大きく改善され、住む人
が誇りを持てる都市が実現する。
④地震災害に対する備えがある都市
　次世代耐震強度基準を満たす建
物が大部分を占め、都市内の倒壊
リスクが大きく軽減する。分散エ
ネルギーシステムが構築され、エ
ネルギー供給多重化やエネルギー
貯蔵により、地震災害時の大規模
な供給遮断リスクが軽減し、万一
遮断した際も、容易に復旧可能と
なる。
　地震災害の発生時期予測や、発
生した場合の建物・地域単位での
被害状況を精度良く予測すること
が可能となり、リスク評価が容易
になる。センサ技術の発展や情報
ネットワーク整備により、住民個
人レベルでのきめ細かな被災状況
に基づく対策が可能となる。国／
自治体／企業／個人で階層化され
た情報共有化システムが実現し、
迅速な被災地支援が可能となる。
ハザード情報やリスク情報が整備
され、適切な事前対策や保険の普
及進展により、地震災害に対する
十分な備えが実現する。
⑤個人の環境負荷の自覚
　身近な生活に関わる製品・サー
ビスや移動手段、居住地域毎に環
境負荷が明示され、環境情報が個
人にわかりやすく提供されるよう
になる。農作物についても、より
環境負荷の少ない育成方法や生産
地、市場流通手段が選択されるよ
うになる。生活がもたらす環境負
荷が定量的に把握できるようにな
り、個人の環境問題に対する意識
が向上し、消費選択行動やライフ
スタイルに大きく影響を与えるよ
うになる。環境ビジネスが経済的
に成立するようになり、新たなサ
ービス産業が数多く出現する。ま
た、都市行政における地球温暖化
対策の実行にあたっては、地域住
民のコンセンサスを得るのみでな
く、積極的な参加や協力が進み、
好循環が実現する。
⑥ 日本各地で賑わいある都市が
　再生する
　都市のコンパクト化は、無計画
で乱雑な都市の拡散を食い止め、
中心市街地の居住機能改善を実現
する。人口集積地域では、学校、
公園、病院などの必要な公共施設
が重点的に整備され、良好な居住
環境が保障されるようになる。道
路インフラや上下水道、ガス等の
必要な社会基盤の維持管理に必要
な財政負担が軽減し、その分を教
育基盤等の拠点整備や産業育成に
科 学 技 術 動 向　2007年 6月号
38 Science & Technology Trends   June  2007 39
2025年に目指すべき社会の姿　「科学技術の俯瞰的予測調査」に基づく検討
充当できる。サービス産業を中心
に、地域の特性を生かした新たな
産業が創出され、経済活動が活性
化する。人や物資の移動や経済活
動が効率化することで、二酸化炭
素排出量が大幅に減少し、地球環
境に調和した持続可能な都市環境
が実現する。
　中心市街地近傍への人口再配置
が進み、新しいコミュニティが形
成されるとともに、移動時間縮減
により得られる余剰時間を用い、
生活者の地域コミュニティ活動や
文化・スポーツ活動が活発化する。
環境意識の向上した生活者個人
は、地域コミュニティ単位での環
境問題を共有化するようになり、
環境負荷低減活動の協同が活発化
する。また、地震対策に関しても、
情報共有化を通じた地域コミュニ
ティ単位の協同が根付き、個人と
地域コミュニティとの一体感の醸
成や、安全・安心が実現する。
　特に地方都市ではコンパクト
化を契機に、大都市圏への人口流
出による人口減少に歯止めがかか
り、日本各地で賑わいのある生活
が戻る。林業や農業従事者も都市
内に居住し、勤務地（林地、農地）
へ通勤する形態が一般化し、一次
産業の姿も現在と比べ大きく変化
する。
　上述の６つの将来像は、それぞ
れ個人～コミュニティ～社会基盤
の様々なレベルに深く関連してい
る（図表４）。
２‐３
生活者の視点からみた
変化の例
　分野４で出された将来像の例
を、サブテーマ毎に図表５に示す。
図表４　将来像の位置付け
図表５　分野４「安全で持続可能な都市」で出された将来像の例
コンパクト都市 低環境負荷交通システム
【長期耐用型の余裕ある社会基盤技術】
100年単位の時代の変化に柔軟に対応できる社会基盤が構築される
蘆建物構造性能モニタリング保全技術
蘆既存建物の高精度非破壊検査及び補強技術
蘆世代交代対応／業態変化対応可能な住宅・建築システム
蘆高強度高じん性溶接技術
蘆鉄骨工事合理化接着技術
【社会基盤インフラの更新技術】
周囲環境に悪影響を与えず、資源を無駄なく活用して社会基盤が更新される
蘆  LCA（ライフサイクルアセスメント）を踏まえた土木・建築構造物設計
技術
蘆保守解体機能を予め組込む建築技術
蘆社会基盤再生、超寿命化維持管理技術
【公共交通と自動車の融合型新交通システム】
都市内で高齢者の安全な移動が実現するとともに、公共交通の利便性が向上し、
自動車への過度の依存が解消する
蘆自動車故障／事故予知センサ技術
蘆交差点出会い頭事故防止技術
蘆高齢者運転操作支援システム
蘆自動運転技術（事故予防、円滑運転）
【道路交通量のコントロール】
自動車交通需要が適正化し、渋滞が解消され、環境負荷が低減する
蘆交通需要最適化システム
蘆個別配送向け共同配送システム
【用途に応じた多様な低環境負荷自動車】
用途に合わせた低環境負荷自動車の普及が拡大し、環境負荷が低減する
蘆燃料電池自動車技術
蘆水素供給インフラネットワーク技術
蘆バイオマスエネルギー変換技術
分散エネルギーシステム 災害軽減システム
【地区／街区単位の電気・熱エネルギーの融通】
地区／街区単位でエネルギーを融通し合い、時間的空間的な需給ミスマッチを
解消し、地域単位で効率的なエネルギー利用が実現する
蘆マイクログリッド技術
蘆高効率地域熱エネルギー供給技術
【太陽光発電・バイオマスの一般化】
太陽光発電が低コスト化し大規模に普及する。穀物以外の国内資源を生かした
バイオマスエタノール燃料が普及し、休耕田や里山の再生が進む
蘆高効率大面積薄膜太陽電池技術
蘆エネルギー資源作物／低コストバイオマス燃料製造技術
【水素供給ネットワーク・燃料電池の大規模導入】
定置式燃料電池システムが低コスト化して大規模に普及し、家庭のエネルギー
効率が飛躍的に向上する。再生可能エネルギーで水素生産が開始される
蘆固体高分子形定置式燃料電池
蘆バイオマス水素製造技術
【エネルギー貯蔵（二次電池など）の導入】
風力発電など不安定な自然エネルギーの大規模導入が可能となる
蘆高効率低コスト二次電池技術
【建築構造物の耐震性向上】
建築物の耐震性能を的確に評価できるようになり、補強・改修が進むことで、
都市内の倒壊リスクが低減する
蘆次世代免振／制震技術
蘆高層建築向け耐震性評価・補強技術
【リアルタイム地震情報の広範かつ十分な利用】
大規模地震発生予測が精度良く可能となる
蘆地震到達前情報伝達防災ネットワーク技術
蘆中期的大規模地震発生予測技術
蘆個人携帯端末による避難誘導防災システム
【地震時の被害状況把握および迅速な対応】
大規模震災時の被害予測に基づく十分な事前対策が可能となる。被災状況を瞬
時に把握し、迅速で的確な被災地支援により早期復旧が可能となる
蘆大規模震災時の被害予測シミュレーション技術
蘆衛星／レーダ情報を用いた広域災害状況監視システム
